
１ 次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに対応する改正後欄に掲げる規
定の傍線を付した部分のように改める。

改 正 後 改 正 前

１ 公文書等の管理に関する法律第７条第２
項の事務所の場所を次のとおり定める。

１ 公文書等の管理に関する法律第７条第２
項の事務所の場所を次のとおり定める。

東京都港区虎ノ門２の２の３


人事院事
務総局公文書監理室内

東京都千代田区霞が関１の２の３


人事
院事務総局公文書監理室内

（略） （略）
２・３ （略） ２・３ （略）

２ この決定による改正は、令和８年１月26日から効力を発生する。

１ 次の表により、改正前欄に掲げる規定の傍線を付した部分をこれに対応する改正後欄に掲げる規
定の傍線を付した部分のように改める。

改 正 後 改 正 前

１ 個人情報の保護に関する法律第89条第１
項に規定する手数料の納付を現金でするこ
とができる事務所を次のとおり指定する。

１ 個人情報の保護に関する法律第89条第１
項に規定する手数料の納付を現金でするこ
とができる事務所を次のとおり指定する。

人事院（東京都港区虎ノ門２の２の３


） 人事院（東京都千代田区霞が関１の２の


３

）

（略） （略）
２ （略） ２ （略）

２ この決定による改正は、令和８年１月26日から効力を発生する。

公 告

令
和

年


月

日
金
曜
日

第




号

官
報

人事院公示第 22 号
人事院総裁は、公文書等の管理に関する法律施行令（平成22年政令第250号）第13条の規定に基づ

き、平成23年人事院公示第14号の一部改正に関し、次のとおり決定した。
令和７年 12 月５日 人事院総裁 川本 裕子

人事院公示第 23 号
人事院総裁は、個人情報の保護に関する法律施行令（平成15年政令第507号）第27条第３項第２号

の規定に基づき、令和４年人事院公示第12号の一部改正に関し、次のとおり決定した。
令和７年 12 月５日 人事院総裁 川本 裕子

庁 舎 移 転

人 事 院 は 、 次 の と お り 移 転 し ま す 。

令 和 七 年 十 二 月 五 日 人 事 院

一 移 転 先 東 京 都 港 区 虎 ノ 門 二 丁 目 二 番 三 号 虎 ノ 門 ア ル セ ア タ ワ ー

一 電 話 番 号 〇 三 三 五 八 一 五 三 一 一 （ 代 表 ）

一 郵 便 番 号 一 〇 五 〇 〇 〇 一

一 旧 所 在 地 東 京 都 千 代 田 区 霞 が 関 一 丁 目 二 番 三 号 中 央 合 同 庁 舎 第 五 号 館 別 館

一 移 転 日 令 和 八 年 一 月 十 六 日 （ 金 ） 業 務 終 了 後 か ら 二 月 十 六 日 （ 月 ） ま で

労 働

最低賃金の改正決定に関する公示
秋田労働局最低賃金公示第５号
最低賃金法（昭和34年法律第137号）第15条第

２項の規定に基づき、秋田県自動車（新車）、自
動車部分品・附属品小売業最低賃金（平成20年秋
田労働局最低賃金公示第２号）の一部を次のよう
に改正する決定をしたので、同法第19条第１項の
規定により公示する。
令和７年 12 月５日

秋田労働局長 山本 博之
第４号中「１時間980円」を「１時間1032円」
に改める。

附 則
この決定は、令和８年３月31日から効力を生ず
る。

岡山労働局最低賃金公示第４号
最低賃金法（昭和34年法律第137号）第15条第

２項の規定に基づき、岡山県電子部品・デバイ
ス・電子回路、電気機械器具、情報通信機械器具
製造業最低賃金（平成20年岡山労働局最低賃金公
示第７号）の一部を次のように改正する決定をし
たので、同法第19条第１項の規定により公示する。
令和７年 12 月５日

岡山労働局長 森實久美子
第４号中「１時間1025円」を「１時間1090円」
に改める。

諸 事 項

建設業の許可の取消処分の公告
建設業法（昭和24年法律第100号）第29条第１

項の規定による処分をしたので、同法第29条の５
第１項の規定に基づき、次のとおり公告する。
令和７年 12 月５日

東北地方整備局長 西村 拓
１ 処分をした年月日 令和７年11月10日
２ 被処分者の商号、代表者の氏名、主たる営業
所の所在地及び許可番号 東北機電工業株式会
社 束原 聡 福島県いわき市小名浜字中原
９６ 国土交通大臣許可（般・特03）第
516号

３ 処分の内容 建設業法第29条第１項に基づく
許可の取消し（建築工事業に関する一般建設業
の許可）
４ 処分の原因となった事実 令和７年11月10日
付けで建設業法第12条（第17条において準用す
る場合を含む。）の規定による廃業の届出があ
り、このことが同法第29条第１項第５号に該当
する。



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